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教 育 に お け る コ ン ピ ュー タ とソ フ トウ ェア

佐 々 木 享*

I学校へのコンピュータ導入に関して検討すべ き問題は

多いが,こ こでは主 としてコンピュータの学校教育上の

有用性をめぐる問題,学 校におけるソフトウェアの取 り

扱いをめぐる問題及びこれ らに関連した若干の問題をと

りあげる.な おここでいう学校1教 育)は,小 学校,中

学校,高 等学校(の 教育)に 限ることとする.ま た情報

技術科,情 報処理科など高等学校の一部の専門学科では

情報処理教育を専門教育 として実施しているが,こ れ ら

の学科の専門教育には小 ・中学校や高校のこれ ら以外の

学科におけるコンピュータ教育 と同列には論じ得ない問

題がふ くまれているので,本 稿では原則としてたち入 ら

ないこととする.

学校教育におけるコンピュータの最 も重要な論点は,

コンピュータの教育上の有用性の問題であろうとおもわ

れ る.と ろが学校へのコ ンピュータ導入という事態は,

この点についての吟味なしに推移している.こ こに,教

育 とコンビュータをめぐる主要な問題があるようにおも

われ る.ま た,コ ンピュータの教育上の有用性について

は,一 般的な意味でのコンピュータの有用性とは区別 し

て考 えることが必要である.こ の点の区別 を曖昧にして

いることが,コ ンピュータと教育をめぐる論議を不毛に

しているようにお もわれるからである.

情報処理を行う機器としてのコンピュータの一般的な

意味での有用性については,た ちいって議論する必要は

ないであろう,情 報処理の過程をふくまないような人間

の動作,思 考は存在しない,し か もコンビュー タは,人

間では不可能な程に迅速に情報を処理で きるし,膨 大な

情報量をいっきょに処理することもで きる,こ うした意

味では,コ ンピュータの用途は,可 能性としては無限に

拡がっているといえる.今 日ではコンピュータの有用性

は,科 学 ・技術の研究,産 業界,社 会生活などの広範な

分野での普及という事実によって証明済みである.

しかし,コ ンピュータの教育上の有用性という問題に

は,一 般的な意味でのコンピュータの有用性と区別 して
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検討しなくてはならない問題がふくまれている.

コンピュータの教育上の用途は,一 般に,① 校務処理

用,② 授業支援用(CAI),③ コンピュータ教育の三つ

に区分して考えることが多い,こ のうち校務処理用 とい

われる分野の用途は,ワ ープロに代表 されるように,一

般社会における用途 と何 ら異なるところはなく,そ の有

用性は証明済みである.学 校のこの分野へのコンピュー

タ導入が遅れているとすれば,そ れは,事 態をやや巣純

化していえば,そ のための予算措置が遅れているか らに

過 ぎない.換 言すれば,校 務処理へのコンピュータの活

用は,こ とさらにコンピュータの一般的用途 と区別 して

論ずべき問題ではない,こ の点に関して議論すべ き問題

は,導 入するかどうかではなく,扱 われるに は児童 ・

生徒(場 合によっては親)個 人に関するものが非常に多

いのでその取 り扱いには格別 に留意する必要があること,

進路指導などの指導に活用するについては航空券や粥車

の座席の予約システムと同列に扱い得ない広範な人間的

判断にゆだねるべ き問題が多いことなど,教 育の場にお

ける固有の問題である.

コンピュータの授業支援用の活用,及 びコンピュータ

教育の位置づけは,校 務処理用の活用 とは違って教育に

固有のものである.こ の領域の問題は,コ ンピュータの

一般的な用途とは違って
,今 日なお,証 明済みではない.

この点を明 らかにす るために,ま ず事態の経過を簡単

に整理しておく.

学校教育へのコンビュータの導入はパーソナルコンピュ

ータがまだ登場する以前の1970年 代に
,ま ず高等学校職

業学科としての情報処理科(商 業系学科)と 情報技術科

(工業系学科)の 設置というかたちで始まった.情 報処

理科,情 報技術科およびこれ らに類似する学科の設置は,

当時まだコンピュータが高価であったこともあ り,1970

年代 には遅々としてすすまなかった.半 導体技術の進歩

に支えられてコンピュータが小型化,低 価格化 ,高 性能

化 したこととあいまって,80年 代に入るとこれ らの学科

は急に伸び始め,1989無 には,情 報技術 科及び関連学科

は95科,情 報処理科および関連学科は241科 に達 してい

る.

これ らの学科で始め られたコンピュータ教育は,職 業

-24-



教 育 に おけ る コ ン ピ ュー タ と ソフ トウ ェァ 253

教育あるいは専門教育としての情報処理教育であり,し

たがって,今日 の小 ・中学校や普通科をふ くむ高校の上

記以外の学科におけるコンピュータの教育 と同列に論ず

ることは適当でない.

ややたち入っていえば,工 業系学科としての情報技術

科における専門教育は とりわけ専門性が高い.換言 すれ

ば,そ の専門教育の内容は情報処理に集中していて幅が

狭い.情 報技術科があま り伸びず,む しろその後に誕生

した電子機械科が1989年 には96学 科 に達 した程に急伸 し

ている背景には,こ の点についての一定の危惧 と反雀 も

あるようにおもわれる.他 方,商 業系の情報処理科では,

商業経済,簿 記会計など商業教育の基底 となる部分の教

育の上に,情 報処理に関する専門科目を10単 位前後課す

という方式をとっている,情 報処理科の場合は,情 報処

理教育 としての専門性が情報技術科のようには高くない

こともあって,求 人 ・就職先も商業科と共通しているこ

とが多い1).

文部 省は,こ れ ら情報処理関係の専門学科の設置を推

進し始めただけでなく,1970年 に改訂した高等学校学習

指導要領において,数 学の一部に選択制の教材 としてコ

ンピュータに関する事項をとりいれた,し かし,当 時の

コンピュータは今日のパーソナルコンピュータ程度の機

能のものでも高価であったし,い わゆるオイル ショック

などの経済事情もあ り,学 校へのコンピュータ導入は遅々

してすすまなかった.半 導体技術の急激な進歩を背景 と

し2'1970代 宋 にパーソナルコンピュータ(以 下パソコ

ンと略す)が 開発され,急 速に普及するようになると,

学校へのコンピュータ導入 も,高 校職業学科のみならず,

小 ・中 ・高校に わたって,パ ソコンを主体 として徐々に

拡が り始めた.

文部省は1985年 度か ら,教 育方法開発特別設備費補助

の名のもとに,学 校へのコンピュータ導入に関 して補助

金を提供し始めた.こ れにより,学 校へのパソコン導入

は急速にすすみ始めた.補 助金を出すという施策が決まっ

た後の85年2月 になって文部省内で「情報化社会に対応

する初等中等教育の在 り方に関する調査研究」が始め ら

れ,学 校におけるコンピュータ利用の可能性などを提言

した「調査研究協力者会議第一次審議とりまとめ」と題

する報告書が同年8月22日 に提出 ・公表 された.「 審議

とりまとめ」は,学 校教育におけるコンピュータの利用

形態には,① コンピュータを利用した学習指導,② コン

ピュータに関する教育,③ 指導計画の作成,学 校経営援

助のための利用,の 三つがあることを示唆するなど,学

校におけるコンピュータ利用の可能性をのべ,コ ンピュー

タ導入を積極化すべ きだ という方針をうたいあげるとと

もに,そ のための教師の研修など関運施策の必要性にも

言及していた,こ こで注日されるのは,学 校におけるコ

ンピュータ利用に関する施策は,そ の利用可能性が提示

され研究された後に導入に関して補助金が出され始めた

のではなく,コ ンピュータ導入のために補助金を出す こ

とが決まってしまった後になって,い わばあわてて利用

可能性等が提示きれたことである2).

学校 におけるコンピュータ利用の可能性や効用等に議

論をつ くさないままにコンピュータが導入されるという

事態は,墓 本的には今日において も変わっていない.

1986年 以降になると,臨 時教育審議会が第二,三,四

次の答申のなかで,学 校における情報化への対応策 を繰

返 し強調 した,答 申は 「情報活用能力」の育成というよ

うなことばを使って初等中等教育へのコンピュータ導入

を強調したので,こ れが学校へのコンピュータ導入に拍

車をかけることとなった.し かし臨教審答申は,い まだ

有用性が証 明されているわけではない初等中等教育にお

けるコンピュータ教育と授業支援用コンピュータの用途

について多弁をろうしてはいたが,そ れは、考え られ る

可能性を並べたてていたに過ぎなかった3).

こうした経過を経て,コ ンピュータは,以 後 も文部省

はじめ行政当局の積極的支援のもとに,着 々と小 ・中 ・

高校に導入されている.1989年 に改訂 された学習指導要

領は,小 学校,中 学校,高 等学校のいずれに おいて も情

報化への対応強化を謳ってお り,中 学校には技術 ・家庭

科に 「情報基礎」という領域を新設し,高 等学校では数

学にコンピュータ科目ともいうべき科目を新設するとと

もに,す べての職業学科では情報処理関係の科目 を準必

修とした.従 来の教育方法開発特別設備費補助は89年 度

で打ち切 られ,90年 度か ら新たに「教育用コンピュー タ

の設備補助」の名によるコンピュータ導入への補助金が

出されるようになった.

こうして,学 校教育におけるコンピュータの位置づけ

をめぐる問題はその有用性に関するまともな議論もない

ままに,有 効であるかのうよな宣伝的文書がいたず らに

先行するかたちで,新 たな段階に入ろうとしている.

II

コンピュータの教育上の有用性を考えるについては,

以下のような,基 本的な枠組みが前提 となることを改め

て確認しておきたい.

第一に、コンピュータとくに今日学校に大量に導入さ

れ,さ らに導入され続けようとしているパソコンは通例

の他の機械 ・装置類 と根本的に異なって,用 途が特定さ
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れないままに誕生 したことである.今 日,実 社会にパソ

コンが普及しているのは,そ の用途が次々に開発 され,

その目的の面での有用姓が確認 されているか らである.

いっそう具体的にいえば,パ ソコンは有用なソフトウェ

アが開発されている分野に限って普及しているのである.

第二に,現 代のコンピュータは,汎 用的な,や や極端

にいえば無目的な情報処理機能をもつ部分(ハ ー ドウェ

ア)と,ハ ー ドウェアを特定の目的に機能させるための

ソフ トウェアとに分離されているという特徴をもつこと

である.こ こでいうソフトウェアは,広 い意味ではコンピュー

タの応用技術体系をさすが,狭 い意味では,開 発

されたプログラムをさしている.こ れ らのことか ら,コ

ンピュー タの用途,有 用性は蓋本的にはハー ドウェアに

よって限界づけられるが,し かし,コ ンピュータが有用

であ り得るのは,有 用なソフトウェアが存在する限 りの

ことであって,コ ンピュータ(こ の場合ハー ドウェア)

一般が有用だ という議論はとくに教育上は成立しないと

いう結論が導かれる.

第三に,コ ンピュータは広汎な用途をもつ(=も ち得

る)有 用な機器ではあるが,そ れ 自体としては情報処理

を行う機能 をもつに過ぎないこと,換 言すれば,そ れ 自

体としては物理的な意味では何 らの仕事もしない特別な

機器であることを確認しておきたい.教 育界ではコンピュ

ータは道具であるとか道具として使うべ きだといわれる.

これは重要な認識であるが,コ ンピュータは道具として

さえも特殊なものである.

学校におけるコンピュータの位置づけをめぐる問題情

況については,改 めてここにのべたような観点から議論

を始めることが必要であるが,他 方で現実 には学校への

コンピュータの導入はすすんでおり,実 践 ・事例報告 も

出されているので,こ れ らにそくして若干の論点を吟味

してみたい.

ここでは,ま ず,文 部省教育改革実施本部編『 情報化

の進展 と教育― 実践と新たな展開』(1990年,ぎ ょう

せい刊,こ れをIと する)と,『 中等教育資料』第546号

(1989年1月 臨時増刊)の 「昭和61・62年 度 学校 にお

けるコンピュータ利用等に関する研究指定校研究集録」

(これをIIと す る)を とりあげてみる,こ の二つ に注目

するのは,コ ンピュータの教育上の有用性に関する巷間

に満ちあふれている誇大宣伝に類する書物やいわゆるハ

ウツーものとは違って,い わば文部省が推奨する事例で

あることがはっきりしているか らである.

このうちIは,小 学校から大学に至る各級の教育施設

のみならず,学 術情報 システム,社 会教育施設をふくむ

広範な分野におけるコンピュータ活用の事例報告 をふく

んでいる.こ のなかには,さ きに校務処理用の用途につ

いてのべた と同様な意味で、コンビュータの有用性が実

社会ですでに確認され,財 政措置が講 じられないが故に

遅れているに過 ぎない活用例が少なくなく.本 稿ではこ

うした用例 にはたち入 らない.Iが とりあげた小・中 ・

高校の事例7件 のうち5件 はIIと 重複してお り,商 業高

校情報処理科の事例と盲学校における事例の2件 だけが

IIとは重複していない.

Iが とりあげた事例のうち1件 は 「教務管理のシステ

ム化」と題した報告(こ れはⅢと重複している)で あり,

いわゆる校務処理のための活用事例である.そ れ故 とり

たてて議論する必要はないが,紹 介されている生徒 「個

人票」の入力項 目のなかには 「素行 ・性格」 「指導上の

注意事項」「知能検査」などがふ くまれている(Ⅰ の74

頁,1[の114頁).こ うした事項をも小 さなスペースに記

入して 「管理」 しようという感覚は筆者には理解しがた

いが,こ のような項目をも集中管理することが文部省の

推奨事例にふ くまれていることは,特 記しておきたい*.

*ち なみにいえば,企 業等が大勢の従業員の人事管理

上のデータをコンピュータに打 ち込むことは 日常化し

ている.し かし,ど のようなデータを入れるか、 それ

を打ち出し得る人間をどのように限定するかは,労 資

の協議事項 とされる.教 育界では、東京都公立学校事

務職員組合(略 称,都 校織組)が 教職員の人事管理上

のデータのコンピュータ化をめぐって当局 と交渉を重

ねてきた事例が知 られる.

IIにふ くまれる8校(小 学校1,中 学校5,普 通 科の

みの高校2)の 各事例報告には,す べて,校 務処理用,

授業支援用がふくまれており,ま た,僅 かな時 間にせよ

プロ グラミングをふくむコンピュータ教育を実施してい

る事例も5件(小 学校1,中 学校2,高 校2)あ った.

授業支援用の事例 として紹介 されているソフ トウェア

は,基 本的には,す べて教師の自作の ものである,そ う

なった主な理由は二つである.そ の一つは,授 業者 自身

が開発したものの方が,授 業に効果的に使 うことがで き

る点にある.し かし,こ れには教材開発支援 システムを

活用したとしても,多 大の時間を費や さなくてはな らな

い.こ のことを,い くつかの報告 も卒直 に指摘 している

(IIの148,152頁 な ど).し か し,恐 らく数10時 間,数 百

時間 を要したに違いないソフ トウェァ制作のための実働

時間数が全く記されていないとは、やる気になれば どん

な教師でもできるかの如き誤解 を与 える恐れがあるとい

う意味で,こ れ ら事例集の根本的欠陥の一つになってい

る.

もう一つの理由は,市 販のソフトウェアを購入したい
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とおもっても,そ の予算がついていないか らである、こ

のことをいくつかの報告は ,「市販ソフ トは予算面,使

用面か らいって一般化されていない.そ のため,独 自の

開発が余儀なくされる」(IIの320頁),「 現在市販されて

いるソフトで,最 も優れているのはワー ドプロセッサで

ある.職 業高校では台数分購入しているが,台 数分をそ

ろえるのは高価なので,そ れに代わる縦表示簡易ワー プ

pと して作った」(Ⅲ の322頁),市 販 ソフ トは 「プロテ

クトの問題もあ り,授 業では使用するまでには至ってい

ない」(Ⅲ の349頁),「 市販のソフ トはかなり出回 ってい

るが,高 価であった り、著作権の問題(一 斉使用の場合

はコピーが必要)な どがあり,授 業への取 り込みは難 し

い.そ こで自力開発へ取 り組んだ」(IIの381頁)な どと

卒直にのべている.な お,「職業高校では台数分購入 し

ている」とはいえない場合が少なくないことについては

のちにのべる.

ソフ トウェア作成については,構 想を提示して業者に

作成してもらう方法 もあるが,こ こでの事例集にはなかっ

た.業 者に相談した という事例はある(IIの102頁)か

ら,そ ういう発想がなかったのではなく,そ のための予

算がなかったのであろう.

ところで,こ うして自作 されたソフ トウェアのできの

善し悪しを判断するに足るデータは,い わゆる校務処理

用のものを別として,こ れ らの事例集では提供されてい

ない.ほ とん どすべての報告は,い わばソフ トウェアを

苦心して自作し,授 業で使ってみました,と い うだけの

ものに終わっている.し かしこのことを,事 例集の欠陥

ということはできない.コ ンピュー タのソフ トウェアは,

映画のフィルムやVTRの テープとは違 って,差 し込め

ばあとは自動的に写し出されるというものではない.つ

まり,ソ フトウェァには使ってみなければ適否の判断は

できないという困難点が本性として内在しているのであ

る.む しろ,こ うした困難点を指摘していない ことはこ

れら事例集の欠陥というべ きであろう.

しかし,報 告されている事例について,若干 の感想が

ないわけではない.そ の一つは,一 般的には1時 間の授

業のために数王0時間も教材研究をすればよい授業 がつ く

れることは自明のことだが,教 師たちがソフトウェア作

成に投入 した実働時間に見合う程の効果 をあげてあるの

だろうか という疑問である.

第二は,授 業支援用といっても,解 答の正誤 を問いな

が ら,順 次先にすすむいわゆるチュート リアル型のプロ

グラムが多いことである.事 例にみる限 り,子 どもたち

の解答事例が累積的に記録 されるプログラムはなかった

ようにおもわれる.こ の点では 「もし,学 習記録のとら

れてない,ま たは とることのできない学習記録プロ グラ

ムやCAIシ ステムがあるな らば,(そ れは)20年 以上前

のプログラム学習にしかすぎず,CAⅠ ということはでき

ない」というやや過激?な 意見があることをつけくわえ

ておく4).

第三に,そ してこれが恐らく最 も重要なことであろう

が,授 業支援用(い わゆるCAI)ソ フ トウェアの質の高

さは,結局 のところ,コ ンピュータによってではな く,

そのソフ トウェアを作る者の教材解釈の深さと広が りに

規定されているという感想をもつ,さ きの事例集では,

筆者の読みとり能力に規定されているためか,読 んでい

てその卓越性や面白さが読者に伝わってくるようなソフ

トウェアは紹介 されていなかった1自 作ソフトウェアが

○本あると書かれていても,あ あそうですか,ご 苦労様

でしたとしか挨拶の仕様がない}.と ころが,た とえば

『教育と情報』誌に紹介された 「自作ソフ ト『奥の細道を

たどる』からは,面 白さが伝わってくる.作 者のコンピュ

ータに関する知識は 「BASIC言 語 を多少理解できる程

度」で 「シミ鳳レーションをプログラムする力は持って

いない」由であるが,紹介 されたソフ トの完成までには,

企画からほ ぼ1年 を費やし,実 際にプログラムを組始め

てから60時 間程度を要 したとされている5).教 育用ソフ

トウェアの質はコンピュータではなく製作する者の力量

に依存することが示唆され,同 時に多大な時間を要す る

ことがここには具体的に語 られている.

IIIこれか らの教育ではコンピュータリテラシを教える必

要がある,な どと臨教審答申はいっている.コ ンピュー

タ リテラシとは何かという問題があるか ら一概にはいえ

ないが,情 報活用能力ということなら理解できる.辞 書 ・

辞典をひくこと,書 物等を調べ ることは情報活用能力で

あるから,こ れ らを学校でしっか り学ばせることは必要

なことである,し かし,教 育とコンピュータをめぐる最

近の議論のなかには学校教育においてプログラミングの

初歩を教えるべきだという意見がふ くまれており,そ れ

が コンピュータを学校に大量に導入しようとする原動力

ないし背景 となっているので,こ の点について若千のこ

とをのべておきたい.

ただし,高 校の情報技術科や情報処理科などのように,

情報処理を教育することをその学群の主目的としている

職業学科については,こ こで除外して考えることとする.

有力な研究者が,学 校で,と くに小・中学校 のような

普通教育でプログラ ミングを教える必要はない,と のべ
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ていることはよく知 られている,た とえば坂村健は 「ワー

プロを使いこなす こととワープロ つ くるという謡は大

きな違い」があり,「BASICを 教 えるというのはどちら

かといえばワープロをつ くるほうです」 といい,ま た

TBASIC程 度のものだったら教育する必要はない」,「な

ぜかというと,そ れほど難 しくないか らです 」「時が く

れば独力で勉強してなんとかなる面が強いし,逆 プロ

グラムを書くことをみんなが知っている必要があるかど

うかは疑わしい」 とのべている6).筆 者 もこの考 え方に

賛成である.

それにもかかわ らず,初 等中等教育でプログラミング

を教えようという事例はあとを断たない.さ きの事例集

の諸報告 もそうである.

プログラミング教育に関して― 部分的には授業支援

用の活用についてもそうだが― は,子 どもには抵抗が

なく,む しろ興味をしめして積極的に取 り組むとい うこ

とがよくいわれる.そ してこの事実が,プロ グラ ミング

教育 を正当化する理由に援用されることが少なくない.

た しかに,現 代の子どもたちの多くがコンピュータ操作

に関心をもつことはよく知られている.し かし子どもた

ちすべてがコンピュータが好きで勉強 したがっていると

いうのは 「誤解」 であ り,「コンピュータ回避型の子 ど

もが予想外に多い」7)ことを,原 則 としてすべての子 ど

もを対象 とする普通教育では無視できない.

コンピュータ嫌いの子どもがいることは ,さ きの事例

集でも報告 されている.た とえばある中学校生徒の26%

は コンピュータへの関心が全くないと答え,自 校に コン

ピュータが入ったことを 「いやだと思 う」と答えた生徒

が6%あ った と報告されている(IIの93,94頁).ま た あ

る高校では,BASICを 使 う数学の授業につ きアンケー

ト調査を案施した ところ,「金然受けた くない」 という

生徒は8%程 に達し,こ の比率は授業の前 と後とで変わ

らなかったこと,こ のほかに 「余 り受けたくない」 とい

う生徒がやはり授業前 ・後ともに10%弱 あったことが報

告されている 橿 の377,378頁).「 プログラム学習にお

いては,興 味を示す生徒と示さない生徒の格差がはげし

い」ことも指摘されている(IIの359頁).

コンピュー タ嫌いの子ども,あ るいはそうな りがちな

子どもに気をくば り,「コンピュータ操作能力に差が生

じて新たなる落ちこぼれ」8)が生 じるのを防ぐこ とは,

コンピュータ教育に関する不可欠の要諦である.し か し

これは,甚 だ容易ではない.事 例報告には,「 細かい指

導の時には,生 徒の机の回 りを回って歩かなければな ら

ず,そ の間は,全 員の生徒が何をしているかわからない.

悪 くいえば,か なりの時間生徒を放っておくことになる.

また,プ ログラムを打ち込むスピー ドも,生 徒 によって

かなりの差が出るなどの難しい問題がある」(IIの377頁),

「個別使用の授業では,教 師1人 では対応できない」(Ⅲ

の362頁)と 問題点が卒直に指摘されている.

生徒全員の操作の様子が教師にわか るよ うにLAN

(ロー カルエリア ・ネットワーク)に すればよいという

意見 もあるが,ど この学校でもできることではない.ま

た,た とえLANを 導 入した としても,多 人数になると

事態は本質釣には変わ らないことになる,結局 コンピュー

タ教育については,い ずれにせよ,少 人数教育が不可欠

の条件であるという多まかない,こ のことは行政当局にも

ある程度は自覚されてお り,高 校に情報処理科(商 業系

の学科)設置 を推奨するにあた り,文 部省は1972年に い

わゆる標準法(公 立高等学校の設置,適 正配置及び教職

員定数の標準等に関する法律)施 行令を改正し,こ の学

科の教員定数を工業系学科のそれに準ずるよう改善して

いる,

しかし,文 部省は,小 ・中学校や高校普通科 について

は,コ ンピュータ導入を推奨 しても,こ れに関連 した教

員定数改善については何ら配慮 していない.こ のことか

ら生ずる困難が前記の事例集にみられた声となって現れ

ていたわけである,と ころで前記事例集では,授 業時の

生徒の人数がきちんと報告されているのは中学校1校 の

みである.し かもその事例 として報告 された授業では,

生徒数は22～27名 で,生 徒数が30名 を越える授業はなかっ

た如くである.こ れは,わ が国の学校教育の実態か らみ

れば一般的でない,こ の事例集 は,重 要な論点を曖昧に

しているといわなくてはならない.

IV

コン ピュータのソフトウェアの小 ・中 ・高校における

扱われ方については,と りたてて検討すべ き問題がある.

学校におけるコンピュータの扱いに関して文部省が設

置した研究協力者会議の 「審議 とりまとめ」(1985年)

は,コ ンピュータ設備の整備,ソ フト ウェァの開発の重

要性に言及し,「国及び地方公共団体等はコンピュータ

設備の整備・充実のため,適 切な財政措置 を講ずる必要

がある」とのべていた,し か しこの 「コンピュータ設備

の整備 ・充実」というときの 「設備」はハー ドウェアを

さしソフトウェアをふくんでいなかったと解さざるを得

ない,そ れは,こ の 「審議とりまとめ」の背景 となった

「教育方法開発特別設備費補助」がハー ドウェアのみを

補助対象 とし,ソ フトウェア購入を助成の対象としなかっ

たことと軌を一にするものであった.
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その結果はどうなったか .

さ きの事例報告集(Ⅱ)で は ,学 校が備えているハー

ドウェアの機種と台数はすべて明記されている.し か し

所蔵 しているソフ トウェアについては,す べての学校が

その種類を明記 しているにもかかわらず,そ の本数を明

記していたのは8校 甲4校 に過 ぎなかった.自 作のソフ

トウェアを改善 したり コピーした りすることに著作権上

の問題はないから,本 数を明記 しなくてもさしっかえな

い.し かし市販のソフトウェアについては,著 作権上 コ

ピーを許 しているものはほとんどない一 少なくとも事

例集に紹介 されている市販ソフトウェアには,自 由なコ

ピーを認めているもの*は ないから,ハ ー ドウェアの台

数が明記されているのに市販ソフトウェアの本数を記さ

ない学校があるのは,不 自然だといわざるを得ない.

*エ ルゴソフトが89隼12月 か ら学校用に 大幅 な値引き

とともに1学 校内でのソフトウェアのコピーを認める

方式(い わゆるサイトライセンス方式)を 始めたこと

が知 られる.こ れとてセ ット売の価格は,学 校の予算

にしてみると高額である,他 の多くの場合は,ソ フ ト

ウェアをまとめて購入すると大幅に値引きする方式で

ある9).

事例集への報告者たちが,著 作権上,市 販ソフ トウェ

アのコピーが許されていないことを承知していること,

ソフトウェア購入予算がついてこないために苦労してい

ると報告していることについては前述した.あ る報告は

,「機器はまとめて導入しても,そ の後 もいろいろな費用

がかな りかかることが分かった.修 理代等の維持費,フ

ロッピーデ ィスク,プ リンター用紙等の消耗費は勿論だ

が,ソ フトウェア購入費とバージョンアップに伴う諸費

用,そ の他,研 修費などである.よ り効果をあげるため

には,十 分な予算措置が必要である」と控えめにのべて

いる(IIの362頁)2し か し,市 販のソフトウェアが著作

権法によって保護されていることを授業で教える例は,

この事例集IIで は,著 者のみた限 り1例(Ⅱ の247頁1

しかなかった.い ずれにせよ,文 部省 の研究指定校 にお

いて(さ え),ハ ー ドウェアは導入 されて もソフ トウェ

ア購入の予算がつけられていないことは注目に価しよう

.85年 か ら始まったコンピュータ導入のための補助金行

政やコ ンピュータ導入のための指針 とされた「審 議 とり

まとめ」がそうであったように,行 政当局は,い たず ら

にコンピュータの導入のみを急ぎ,ソ フ トウェア購入の

ための補助やその著作権保護にはひどく鈍感であったと

いわざるを得ない.さ きの事例集にみる限 りは,行 政当

局よ りも教育現場の方がソフトウェアの著作権保護には

敏感だった といえるのかもしれない.

教育現場の一般的状況はどうなっているのだろうか ,

1987年 末 に鹿児島県内の公立の小 ・中 ・高校及び特殊

教育諸学校 について調査した結果に よると,コ ンピュー

タが既に1台 以上導入されている学校340校 の うち,ソ

フ トウエアを買う予算が全くないと答えた学校は156校

(45.9%)に 及んだ2「不足 ぎみ」が138校(40 .1%)で,

「十分」はゼロ,「まあまあ」 という学校は40校(11.8%)

に過 ぎなかった16).「コアラ計画」(Computer Arrange

ment for All the Schools in Kagoshima)と 称 し

てコンピュータを計画的に導入しているという鹿児島 県

でさえこのような状況である,「マイッタチ計画」 と称

してパソコン導入をすすめ,同 時にソフトウエア購入予

算 を配当しているという熊本県は恐 らくは例外的で,他

の都道府県の学校 も程度の差こそあれ鹿児島県と似た状

況におかれているのではなかろうか.

著者が昨年参加した長野県での研究会で,あ る中学校

の教師か らLogoを 用いた実践が報告された.同 県に限っ

てソフ トウェア購入予算がきちんとつけられているとい

う話は聞いたことがなかったので,ソ フ トウェアをどう

調達したのか尋ねたところ,「 公開の授業だったので,

知合いの業者か ら19本借 りてきた」 とのことであった.

パソコンが既に大量に導入されている高校の職業学科

の場合 も,事 情が大 きく違うようにはおもえない.筆 者

が某県の商業高校情報処理科の教師に尋ねたところ,ア

プリケー ションソフトは基本的にはコピーで間に合わせ

ているとのことであった.「それが違法であることは承

知なので,公 開の研究授業をすることができないのが困

る」とその教師は私が尋ねたわけではないのにつけくわ

えた.他 の高校の情報処理科の教師に尋ねたところ,ゾ

フ トウェアの著作権保護に関 しては業界一うるさいとい

われるIBMの パソコンを導入している場合でさえ,ア プ

リケー ションソフトは校内で,コ ピーして使っているこ

とがわかった.業 者がそのことを知っているのだろうか

と尋ねた ところ,知 っている筈だとのことであった.ハ ー

ドウェア導入のシェアを確保するため黙認 している,と

いうことなのであろう.

い うまでもなく,こ の種の違法コピーの実態をアンケー

トなど通常の調査法を通 して知ることはできない.し か

しこれを推測させるようなデータはある,文 部省が発表

したところによると,1988年3月 末の高等学校のコンピュ

ータの設置台数は77 ,420台 であった.そ のうち76,300台

(98.6%)は パソコンであった.他 方,同 じ調査による

と,高 校のソフ トウェア保有本数は,自 作24,425本,共

同製作3,088本,市 販40,984.本,そ の他3,441本 で,そ の

合計は71,738本 であつた.つ まり,高 校の保有するソフ
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トウェアの数は,自 作,共 同製作のものをふくめて も,

パソコンの数より少なく,市 販のソフ トウェアのみにつ

いてみると,パ ソコンの台数の53,4%に 過 ぎなかった,

(小 ・中学校の場合は,ソ フ トウェアの保有本数はパソ

コンの保有台数を上まわっている.し かし,市 販 ソフト

ウェアの保有本数は,小 。中学校の場合 もパソコン保有

台数を下まわっている.)ち なみにいえば,企 業内の違

法コピー摘発にの りだした日本パーソナルコンピュータ

ソフ トウェア協会の顧問弁護士は,「 同時 に使 う可能性

がある場合,パ ソコンの台数分用意するといった前提で,

社内コ ピーができない管理 システム」をつくるべきだと

言っている11).教育 の場にこそあって然るべきこの種の

倫理が全 く欠けていることを前掲の数値は如実にしめし

ている,と いわざるを得ない.

これが,コ ンビュータ購入の予算は補助するが,ソ フ

おウェア購入予算については配慮しないという行政施策

が もたらした事態であ り,市 販ソフ トウェアを使いたい

が著作権の問題があるので使えないというさきの事例集

にみられた嘆 きの背景である.

朝日新聞社主催,NECK本 電気 グループ協賛の 「朝

日 CAIシ ンポジウム」 の公刊 された記録 をみる限 り,

1988年 の同 シンポジウムでは,ソ フ トウェアの著作権 保

護に言及 した発言は,一 つもなかった。ところが翌89年

の同シンポジウムでは一転して,登 檀 した多 くの教師 ら

がソフ トウェアの著作権問題に言及 していた12).こ うし

たことか らみると,教 育界でソフトウェアの著作権保護

の問題が自覚 されるようになったのは,ご く最近のこと

に属するのかも知れない.

*著 者はかって,臨 教審答申が情報に関する倫理,道

徳の確立,情 報価値の認識向上 というような抽象的命

題を並べた背景に,「わが国のコンビュー タによるア

メリカのメーカーか らの基本ソフ トウェア盗用が相次

いで国際的な トラブルとな り,わ が国には著作権尊重

の制度や習慣がないかの如く見られていることへの配

慮がある」 とのべ,「現実の教育行政は,こ の提言 と

は逆の方向にある」と書いたことがある13).こ れは,

臨教審答申に対する筆者の不用意な買いかぶ りで,情

報化に関連した著作権保護について配慮していない点

では,教 育行政と臨教審答申とは一致しているという

べ きであった .

こ うしたことが教育現場は 「違法コピーの温床」 とい

われる(4)状況 を生みだしてきたのである.

もちろん,文 部省が現在 も教育の場におけるソフトウェ

アの著作権問題に全く鈍感だとはいえない.た とえば前

記文献 Ⅰは,僅 か3頁 ではあるが「情報化と著作権制度」

につき言及している.そ こには,1986年1月 か ら施行 さ

れた著作権法改正に 「コンピュー タ・プロ グラムを新た

に著作物の例示に加え,そ の保護の明確化」が図 られた

とある.と ころがこの文章には,「 とともに,プ ログラ

ムの所有者が行 うバックアップ ・コピーなど自己の利用

のために必要な複製 ・翻案を認めることなど……」とい

う周知の例外規定に関する叙述が続いている(Iの215

頁),著 作権についての説明も同様で,「著作権法は,欄

人的な使用のための複製や,学 校の授業で使用するため

の必要 と認められる範囲での複製など一定の場合に,著

作者の許諾なく自由に著作物を利用することができる例

外 を認めているが」 とこれまた周知の例外をさきにのべ

たあとに,「原則的には前述のよ うに著作者の許諾を得

て利用 しなければな らない」と続けている(1の214頁).

情報化に関連して教育現場が 「違法コピーの温床」など

といわれている状況を断固として脱却したいという決意

をこのような書 き方か ら読みとることは,残 念なが ら難

しい.

お わ りに

学校に導入されるパソ コンは,校 務処理用や職業教育

としてのコンピュータ教育用のものは別として,い ま宣

伝に最 も力が入れ られている授業活動支援用のものは,

一時期のブームを過ぎれば
,か つてのAV機 器がそうで

あったようにたちまちのうちにほこりを被 ったまま放置

されることになるだろう,と は早 くからいわれているこ

とである.こ の面での用途について文部省などは共同制

作をふ くむ自作のソフトウェアに力を入れている,し か

し,か つてのAV機 器がそうであったように,機 械が入

りました,使 ってみましたという報告は相次いで生まれ

ているものの,多 大の労力を投入して開発したソフトウェ

アがそれに見合 った程に教育効果をあげているなどとい

う実践報告はいっこうに見当たらないことは,こ の行方

を暗示 しているといえそうである.本 文ではふれる余裕

がなかったが,ア メリカにみ られるような教育用ソフ ト

ウェアを厳格に評価するシステムが確立されると事情は

多少違ってくる可能性はある.し かし,わ が国 ではこの

ようなシステムを作ろうという気運はない.(い ま行な

われている努力は,せ いぜいのところ,教 育用ソフトウェ

アの流通機構の整備だけである.)

校務処理用 とよばれる領域でのコンピュー タの活用は,

本文で ものべたように,拡 がる可能性が大きいしますま

す拡がるであろう,た だしこのような分野では,社 会全

般がそうであるように,自 らプログラムを組み立て るよ
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りも,市 販のアプリケーションソフ トを活用する方式が

圧倒的に多い.市 販のアプリケー ションソフ トについて

も評価 システムがあるわけではないが,一 般社会ではよ

いものは売れ るという市場原理がこれに代わって機能し

ている.

文部雀といえどもこの間の事情を認めている如 くで,

たとえば技術 ・家庭科に新設された情報基礎領域や,高

校の各職業学科に新設された情報基礎科 目は,か んたん

なプロ グラ ミングのほかは,日 本語ワー ドプロセ ッサ,

データベース,表 計算,図 形処理など,市販のアプリケー

ションソフ トの活用に重点をおいている.し か しそうな

ると,改 めていくつかの間題が浮かびあがってくる.

アプリケー ションソフ トの活用法を,授 業時間数が鯛

約されている学校教育で教 える必要があるのか という問

題もその―つである.日 本語ワード プロセッサを例に と

れば、子どもたちにとっての課題はその操作法ではなく,

ワードプロセッサに入れ るべき文章(情 報)を どう組み

たてるかにある2一 般的には処理すべ き,あ るいは活用

すべき情報についての学習 を深めることこそが教育の課

題なのであって,そ の操作法が課題なのではない.

技術 ・家庭科の情報基礎に限っていえば,ア プリケー

ションソフ トの使い方ではなく,コ ンピュータが制御機

構と1.'てほ とんどすべての機械に組み込 まれようとして

いるという現代技術の基礎をこそこの教科では学ばせる

必要があるようにおもわれる.

アプリケーションソフ トの活用法を中心にす るという

のであれば,そ の予算をどう手当するのかという問題 も

ある.筆 者は自 らもその場に身を置く者の一人 として,

恥ずかしいおもいをしながら教育現場は「違法 コピーの

温床」 と書かれている文章 を読み,そ れ を裏づけるよ う

な事実を書 き綴ってきた.1990年 か ら,文 部省の働きか

けにより自治省はようや く,地 方交付税の中にソフトウェ

ア購入予算を盛 り込んだ といわれ る15).

しか し周知のように地方交付税は,理 科教育振興法の

ような使途を特定 した予算ではない.そ れ故か前記 文献

Ⅰも,こ の措置には言及していない.日 本パー ソナルコ

ンピュータソフ トウェア協会やソフ トウェア保護監視機

構は,企 業内のソフ トウェア違法コピーの摘発に本腰 を

入 れ 始 めた と伝 え られ て い る161,す ぐれ て知 的 で あ るべ

き コ ン ピ ュー タ活 用 の 教 育 現場 が,知 的 頽廃 の場 に な ら

ぬ よ う願 っ てや ま な い.
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